
 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

平成 25 年（2013 年）5 月 

札 幌 市 

  

札幌市環境影響評価条例・規則の改正案札幌市環境影響評価条例・規則の改正案札幌市環境影響評価条例・規則の改正案札幌市環境影響評価条例・規則の改正案に対するに対するに対するに対する    

ご意見の概要と市の考え方についてご意見の概要と市の考え方についてご意見の概要と市の考え方についてご意見の概要と市の考え方について 

 

「札幌市環境影響評価条例・規則の改正案の概要」について、平成 25 年 1 月 31

日から平成 25 年 3 月 1 日までの約１ヶ月間、市民の皆様からの意見募集を実施いた

しました。 

本資料にて、いただいたご意見の概要と、それに対する札幌市の考え方をご報告

いたします。今後とも、札幌市の環境影響評価行政の推進にあたり、ご理解・ご協

力をお願いいたします。 

 

【該当ページ】 

○ 意見募集実施の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・7P1 

○ 意見の概要とそれに対する札幌市の考え方・・・・・・・・・・・7P2 

○ 提出議案（札幌市環境影響評価条例の一部を改正する条例案）・・ P3～P19 
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意見募集実施意見募集実施意見募集実施意見募集実施の概要の概要の概要の概要    

    

１１１１    実施期間実施期間実施期間実施期間    

        平成 25 年 1 月 31 日（木）～平成 25 年 3 月 1 日（金）：30 日間 

 

２２２２    意見募集方法意見募集方法意見募集方法意見募集方法    

        電子メール、郵送、FAX、持参 

 

３３３３    資料配布・閲覧場所資料配布・閲覧場所資料配布・閲覧場所資料配布・閲覧場所    

⑴ 札幌市役所本庁舎（中央区北１条西２丁目） 

２階 行政情報課  12 階 環境対策課（環境共生推進担当） 

⑵ 各区役所総務企画課広聴係 

⑶ 札幌市環境プラザ（北区北８条西３丁目 札幌エルプラザ２階）  

 

４４４４    意見提出者概要意見提出者概要意見提出者概要意見提出者概要    

        提出者数： 1 名 

    件数： 2 件 

 ⑴ 提出方法別提出者数 

提出手段提出手段提出手段提出手段    人数人数人数人数    

電子メール 1 名    

郵送 0 名    

FAX 0 名    

持参 0 名    

合計 1 名    
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札幌市環境影響評価条例・規則の改正案の概要についての意見の概要と 

それに対する市の考え方 

 

意見の内容 市の考え方 

（ご意見） 

・手続きの対象となる事業については、「第

1 種事業」と特定地域で実施される場合（ス

クリーニング）となっていますが、その特

定地域の拡充を望みます。 

（理由） 

・現在指定されている特定地域は、山地や

丘陵地かと思われますが、札幌市にて進め

ている生物多様性さっぽろビジョンでは、

札幌市をゾーニングし、それぞれのゾーン

で望ましい姿が述べられております。よっ

て山地や丘陵地だけではなく、多様な環境

毎に保全を推進すべきと考えますので（例

えば湿地や河畔林など）、そういったエリ

アの抽出を行い、特定地域として追加すべ

きと考えます。 

 

札幌市環境影響評価条例では、対象事

業として、環境影響評価法と比べて規模

の小さい「第一種事業」を規定し、札幌

市内全域において、環境影響評価手続き

を行うこととしております。 

第一種事業よりさらに規模の小さい第

二種事業が特定地域で実施される場合

は、環境影響評価の必要性を個別に判定

することとしており（スクリーニング）、

多様な環境の保全に十分に配慮している

と考えますが、特定地域の拡充について

は、今後の課題とさせていただきたいと

思います。 

（意見） 

・環境影響評価図書をインターネットでの

公表を義務づけていますが、それら公表さ

れたものは、別途札幌市においても保管・

インターネット公表できる仕組みづくり

をお願いします。 

（理由） 

・インターネット公表については、事業者

によるものであり、環境影響評価が終了し

た後は、インターネット公表の義務はなく

なります。従いまして将来的には環境影響

評価図書を確認できない可能性がありま

す。よって札幌市がその部分の担保をと

り、環境影響評価図書を含め、一連の手続

きについて保管・インターネット公表を行

うべきと考えます。 

 

ご意見を踏まえ、事業ごとの一連の環

境影響評価手続きの確認が可能となるよ

う、環境影響評価図書の保管・インター

ネット公表の仕組みづくりについて、検

討を行ってまいりたいと考えておりま

す。 
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提出議案提出議案提出議案提出議案    

議案第８号   

 

札幌市環境影響評価条例の一部を改正する条例案 

   平成２５年（２０１３年）５月３０日提出 

 

札幌市長 上 田 文 雄   

 

札幌市環境影響評価条例の一部を改正する条例 

 札幌市環境影響評価条例（平成１１年条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

(1) 目次中 

 「第４章 準備書の作成前の手続  

第１節 特定地域における第二種事業に係る判定（第７条） 

  第２節 方法書の作成等（第８条－第１４条）       を 

   第３節 環境影響評価の実施等（第１５条・第１６条） 」 

 「第４章 方法書の作成前の手続 

第１節 配慮書（第６条の２－第６条の１３） 

   第２節 特定地域における第二種事業に係る判定（第７条） に、 

  第５章 方法書（第８条－第１４条） 

  第６章 環境影響評価の実施等（第１５条・第１６条）  」 

 「第５章」を「第７章」に、「第６章」を「第８章」に、「第７章」を「第９章」に、「第

８章」を「第１０章」に、「第９章」を「第１１章」に、「第１０章」を「第１２章」に、

「第１１章」を「第１３章」に、「第１２章」を「第１４章」に、「第１３章」を「第１

５章」に改める。 

(2) 第２条第２項中「この条例」の次に「（この項及び第５３条第３項ただし書並びに附
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則第２条及び第３条第１項を除く。）」を加え、同項ただし書中「第２条第４項に規定す

る対象事業（以下「法対象事業」という。）及び法第４条第３項第１号又は第２号の措

置がとられる前の法第２条第３項に規定する第二種事業（次項において「法判定前第二

種事業」という。）」を「第２条第２項に規定する第一種事業」に改め、同条第３項中「前

項」を「この項及び次項第１号」に改め、同項ただし書中「法対象事業及び法判定前第

二種事業」を「法第２条第４項に規定する対象事業（以下「法対象事業」という。）及

び法第４条第３項第１号又は第２号の措置がとられる前の法第２条第３項に規定する

第二種事業（次項において「法判定前第二種事業」という。）」に改め、同条第４項を次

のように改める。 

 ４ この条例（前項ただし書を除く。）において「対象事業」とは、次に掲げる事業を

いう。 

  (1) 第一種事業（法判定前第二種事業及び法第４条第３項第１号の措置がとられた法

第２条第３項に規定する第二種事業を除く。） 

  (2) 第７条第２項第１号の措置がとられた特定地域における第二種事業（同条

第３項及び第３０条第２項において準用する第７条第２項第２号の措置がとられ

たものを除く。） 

(3) 第２条第６項中「及び」を「、計画段階配慮事項についての検討、」に改め、同条に

次の１項を加える。 

 ８ この条例において「計画段階配慮事項」とは、事業に係る計画の立案の段階におい

て、１又は２以上の当該事業の実施が想定される区域（以下「事業実施想定区域」と

いう。）における当該事業に係る環境の保全のために配慮すべき事項をいう。 

(4) 第３条第１項中「事前配慮及び」を「事前配慮、計画段階配慮事項についての検討、」

に改め、同条第２項及び第３項中「及び」を「、計画段階配慮事項についての検討、」

に改める。 

(5) 第４条第１項中「第一種事業及び」を「第一種事業又は」に改め、「による」の次に
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「計画段階配慮事項についての検討、」を加える。 

(6) 第５条第１項中「による」の次に「計画段階配慮事項についての検討、」を加える。 

(7) 第６条中「及び事業者」を「（委託に係る事業にあっては、その委託をしようとする

者。以下同じ。）（第６条の１３第１項の計画段階配慮事項についての検討その他の手続

を行う者を除く。）」に改める。 

(8) 第４章の章名中「準備書」を「方法書」に改め、同章第１節から第３節までの節名を

削り、同章中第７条の前に次の１節及び節名を加える。 

     第１節 配慮書 

（計画段階配慮事項についての検討） 

第６条の２ 第一種事業を実施しようとする者（委託に係る事業にあっては、その委託

をしようとする者。以下同じ。）は、第一種事業に係る計画の立案の段階において、

当該事業が実施されるべき区域その他の技術指針で定める事項を決定するに当たっ

ては、技術指針で定めるところにより、計画段階配慮事項についての検討を行わなけ

ればならない。 

（配慮書の作成等） 

第６条の３ 第一種事業を実施しようとする者は、計画段階配慮事項についての検討を

行った結果について、技術指針で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した計

画段階環境配慮書(以下「配慮書」という。）を作成しなければならない。 

(1) 第一種事業を実施しようとする者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称、

代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

(2) 第一種事業の目的及び内容 

(3) 事業実施想定区域及びその他第一種事業に係る環境影響を受ける範囲であると認

められる地域（以下「事業実施想定区域等」という。）の概況 

(4) 計画段階配慮事項ごとに調査、予測及び評価の結果をとりまとめたも    

 の 
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(5) 第６条の１１第３項の規定により配慮書の案について意見を求めた場合は、当該

意見の概要 

(6) 前号の意見についての第一種事業を実施しようとする者の見解 

(7) その他規則で定める事項 

２ 相互に関連する２以上の第一種事業を実施しようとするときは、当該第一種事業を

実施しようとする者は、これらの第一種事業について、併せて配慮書を作成すること

ができる。 

（配慮書の送付） 

第６条の４ 第一種事業を実施しようとする者は、配慮書を作成したときは、市長に対

し、当該配慮書及びこれを要約した書類（以下「配慮書に係る要約書」という。）を

送付しなければならない。 

（配慮書についての公告及び縦覧等） 

第６条の５ 第一種事業を実施しようとする者は、前条の規定による送付を行った後、

配慮書について環境の保全の見地からの意見を求めるため、規則で定めるところによ

り、配慮書を作成した旨その他規則で定める事項を公告し、当該配慮書及び配慮書に

係る要約書を公告の日から起算して３０日間縦覧に供するとともに、規則で定めると

ころにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

（配慮書説明会） 

第６条の６ 第一種事業を実施しようとする者は、規則で定めるところにより、前条に

規定する縦覧期間内に、事業実施想定区域等内において、配慮書の記載事項を周知さ

せるための説明会（以下「配慮書説明会」という。）を開催しなければならない。た

だし、当該事業実施想定区域等内に配慮書説明会を開催する適当な場所がないときは、

市長と協議の上、当該事業実施想定区域等内以外の地域において開催することができ

る。 

２ 第一種事業を実施しようとする者は、配慮書説明会を開催するときは、規則で定め
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るところにより、開催の日時、場所その他規則で定める事項を配慮書説明会の開催を

予定する日の２週間前までに公告するとともに、市長に対し、これらの事項を通知し

なければならない。 

３ 第一種事業を実施しようとする者は、配慮書説明会の開催を予定する日時及び場所

を定めようとするときは、市長の意見を聴くものとする。 

４ 第一種事業を実施しようとする者は、その責めに帰することができない理由であっ

て規則で定めるものにより、配慮書説明会を開催することができない場合には、当該

配慮書説明会を開催することを要しない。この場合において、第一種事業を実施しよ

うとする者は、規則で定めるところにより、前条に規定する縦覧期間内に、配慮書に

係る要約書の提供その他の方法により、配慮書の記載事項を周知させるように努めな

ければならない。 

（配慮書についての意見の提出） 

第６条の７ 配慮書について環境の保全の見地からの意見を有する者は、第６条の５の

公告の日から、同条に規定する縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間を経過す

る日までの間に、市長に対し、意見書の提出によりこれを述べることができる。 

２ 前項の意見書の提出に関し必要な事項は、規則で定める。 

３ 市長は、第１項に規定する期間を経過した後、速やかに、第一種事業を実施しよう

とする者に対し、同項の規定により提出された意見書の写し（同項の意見書が提出さ

れなかった場合には、その旨を記載した書面）を送付するものとする。 

（配慮書に係る見解書の送付） 

第６条の８ 第一種事業を実施しようとする者は、前条第３項の規定による意見書の写

しの送付を受けたときは、速やかに、市長に対し、当該意見書についての第一種事業

を実施しようとする者の見解を記載した書類（以下「配慮書に係る見解書」という。）

を送付しなければならない。 

（配慮書に係る見解書についての告示及び縦覧） 
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第６条の９ 市長は、配慮書に係る見解書の送付を受けたときは、当該配慮書に係る見

解書が作成された旨その他規則で定める事項を告示し、規則で定めるところにより、

当該配慮書に係る見解書を告示の日から起算して２０日間縦覧に供しなければなら

ない。 

（配慮書についての市長の意見） 

第６条の１０ 市長は、配慮書に係る見解書の送付を受けたとき（第６条の７第１項の

意見書が提出されなかった場合には、その旨を記載した書面を事業者に送付したとき）

は、規則で定める期間内に、第一種事業を実施しようとする者に対し、配慮書につい

て環境の保全の見地からの意見を書面により述べるものとする。 

２ 前項の場合において、市長は、規則で定めるところにより、札幌市環境影響評価審

議会の議を経るものとする。 

３ 第１項の場合において、市長は、第６条の７第１項の規定により述べられた意見及

び配慮書に係る見解書に記載された第一種事業を実施しようとする者の見解に配意

するものとする。 

４ 市長は、第１項の意見を述べたときは、当該意見を記載した書面を公表するものと

する。 

（配慮書の案の作成及び送付等） 

第６条の１１ 第一種事業を実施しようとする者は、第６条の２から前条までに規定す

る配慮書に係る手続の前に、技術指針で定めるところにより、配慮書の案を作成する

ことができる。 

２ 第一種事業を実施しようとする者は、前項の規定により配慮書の案を作成したとき

は、市長に対し、当該配慮書の案を送付しなければならない。 

３ 第一種事業を実施しようとする者は、前項の規定による送付を行った後、環境の保

全の見地から意見を求めるため、インターネットの利用その他の方法により、期間を

定めて配慮書の案を公表することができる。 
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４ 第一種事業を実施しようとする者は、事業実施想定区域等内において、配慮書の案

の記載事項を周知させるための説明会を開催することができる。 

５ 配慮書の案について環境の保全の見地からの意見を有する者は、第３項の公表の日

から、公表期間満了の日の翌日から起算して２週間を経過する日までの間に、第一種

事業を実施しようとする者に対し、意見書の提出によりこれを述べることができる。 

（第一種事業の廃止等） 

第６条の１２ 第一種事業を実施しようとする者は、第６条の５の規定による公告を行

ってから第１０条の規定による公告を行うまでの間において、次の各号のいずれかに

該当することとなった場合には、遅滞なく、規則で定めるところにより、その旨を市

長に書面により届け出なければならない。 

(1) 第一種事業を実施しないこととしたとき。 

(2) 第６条の３第１項第２号に掲げる事項を修正した場合において、当該修正後の事

業が第一種事業又は特定地域における第二種事業のいずれにも該当しないこととな

ったとき。 

(3) 法第４条第３項第１号の措置がとられたとき。 

(4) 第一種事業の実施を他の者に引き継いだとき。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、その旨を告示しなければならない。 

３ 第１項第４号の場合において、当該引継ぎ後の事業が第一種事業であるときは、前

項の規定による告示の日以前に当該引継ぎ前の第一種事業を実施しようとする者が

行った計画段階配慮事項についての検討その他の手続は新たに第一種事業を実施し

ようとする者となった者が行ったものとみなし、当該引継ぎ前の第一種事業を実施し

ようとする者について行われた計画段階配慮事項についての検討その他の手続は新

たに第一種事業を実施しようとする者となった者について行われたものとみなす。 

（第二種事業に係る計画段階配慮事項についての検討） 

第６条の１３ 特定地域において第二種事業を実施しようとする者は、第二種事業に係
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る計画の立案の段階において、第６条の２の事業が実施されるべき区域その他の技術

指針で定める事項を決定するに当たっては、計画段階配慮事項についての検討その他

の手続を行うことができる。この場合において、当該第二種事業を実施しようとする

者は、当該計画段階配慮事項についての検討その他の手続を行うこととした旨を、市

長に書面により通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知をした特定地域において第二種事業を実施しようとする者

が行う計画段階配慮事項についての検討その他の手続については、第６条の２から前

条までの規定を準用する。 

 （計画段階配慮事項の検討その他の手続の適用除外） 

第６条の１４ この節の規定は、法第２章第１節（第３条の７に規定する配慮書の案に

係る部分を除く。）又は北海道環境影響評価条例（平成１０年北海道条例第４２号。

以下「道条例」という。）第２章第１節（第３条の１１を除く。）の規定により、計画

段階配慮事項の検討その他の手続を行う事業には、適用しない。 

     第２節 特定地域における第二種事業に係る判定 

(9) 第７条第１項中「（委託に係る事業にあっては、その委託をしようとする者。以下同

じ。）」を削る。 

(10)第４９条中「第１０章」を「第１２章」に、「又は第２項の規定により」を「から第

４項までの規定により計画段階配慮事項についての検討、」に改める。 

(11)第５０条第１項第２号中「方法書」を「配慮書、方法書」に改める。 

(12)第５２条中「市長は、」の次に「計画段階配慮事項についての検討における事業実施

想定区域等及び」を加え、「認めるときは」の次に「、当該計画段階配慮事項について

の検討」を加える。 

(13)第５３条第３項中「第６６条第２項」を「第６６条第１項ただし書により道条例が適

用されるもの並びに同条第２項及び第３項」に改め、同項ただし書中「第５条」を「第

３条の２」に改め、「規定による」の次に「計画段階配慮事項についての検討、」を、「（道
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条例」の次に「第３条の１２第１項第２号に該当し、同条第２項の規定によりその旨が

告示されたもの（道条例第３条の１３第２項の規定により道条例第２条第２項に規定す

る第一種事業を実施しようとする者とみなされる場合を含む。）及び」を加える。 

(14)第１３章を第１５章とし、第１２章を第１４章とする。 

(15)第４４条第３項中「北海道環境影響評価条例（平成１０年北海道条例第４２号。以下

「道条例」という。）第２３条第３項」を「道条例第２３条第２項」に改め、同項を同

条第９項とし、同条中第２項を第８項とし、第１項を第７項とし、同項の前に次の６項

を加える。 

   第６条の１０第２項の規定は、法第３条の７第１項の規定により市長の意見を求め

られた場合について準用する。この場合において、第６条の１０第２項中「前項の場

合において、市長」とあるのは、「市長は、法第３条の７第１項の規定に基づいて第

一種事業を実施しようとする者に意見を述べようとするとき」と読み替えるものとす

る。 

２ 第６条の１０第２項の規定は、道条例第３条の１０第２項の規定により市長の意見

を求められた場合に準用する。この場合において、第６条の１０第２項中「前項の場

合において、市長」とあるのは、「市長は、道条例第３条の１０第２項の規定に基づ

いて北海道知事に意見を述べようとするとき」と読み替えるものとする。 

３ 第６条の１０第２項の規定は、道条例第３条の１１第７項の規定により第一種事業

を実施しようとする者に対し環境の保全の見地からの意見を述べる場合に準用する。

この場合において、第６条の１０第２項中「前項の場合において、市長」とあるのは、

「市長は、道条例第３条の１１第７項の規定に基づいて第一種事業を実施しようとす

る者に対し環境の保全の見地からの意見を述べようとするとき」と読み替えるものと

する。 

４ 第１４条第２項の規定は、法第１０条第２項の規定により市長の意見を求められた

場合について準用する。この場合において、第１４条第２項中「前項の場合において、
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市長」とあるのは、「市長は、法第１０条第２項の規定に基づいて北海道知事に意見

を述べようとするとき」と読み替えるものとする。 

５ 第１４条第２項の規定は、道条例第１０条第２項の規定により市長の意見を求めら

れた場合について準用する。この場合において、第１４条第２項中「前項の場合にお

いて、市長」とあるのは、「市長は、道条例第１０条第２項の規定に基づいて北海道

知事に意見を述べようとするとき」と読み替えるものとする。 

６ 第１４条第２項の規定は、法第１０条第４項の規定により市長が事業者に対し意見

を述べる場合について準用する。この場合において、第１４条第２項中「前項の場合

において、市長」とあるのは、「市長は、法第１０条第４項の規定に基づいて事業者

に意見を述べようとするとき」と読み替えるものとする。 

(16)第１１章を第１３章とする。 

(17)第４３条第１項及び第２項を次のように改める。 

   第一種事業が都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第７項に規定する市

街地開発事業（以下この条において「市街地開発事業」という。）として同法の規定

により都市計画に定められる場合における当該第一種事業又は第一種事業に係る施

設が同条第５項に規定する都市施設（以下この条において「都市施設」という。）と

して同法の規定により都市計画に定められる場合における当該都市施設に係る第一

種事業については、第６条の２から第６条の１２までの規定により行うべき計画段階

配慮事項についての検討その他の手続及び第８条から第３３条までの規定により行

うべき環境影響評価その他の手続は、同法の規定により都市計画を定める者（以下「都

市計画決定権者」という。）で当該都市計画の決定又は変更をするものが当該第一種

事業を実施しようとする者に代わるものとして、当該第一種事業又は第一種事業に係

る施設に関する都市計画の決定又は変更をする手続と併せて行うものとする。この場

合において、第６条の３第２項、第６条の１２第１項第４号及び第３項、第８条第２

項、第１７条第２項並びに第３１条第１項第３号及び第３項の規定は、適用しない。 
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２ 特定地域における第二種事業が市街地開発事業として都市計画法の規定により都

市計画に定められる場合における当該第二種事業又は第二種事業に係る施設が都市

施設として同法の規定により都市計画に定められる場合における当該都市施設に係

る第二種事業については、第４章第１節の規定による計画段階配慮事項についての検

討その他の手続を行う場合は、当該都市計画に係る都市計画決定権者が当該第二種事

業を実施しようとする者に代わるものとして行うものとする。この場合において、第

６条の１３第２項の規定により準用される第６条の３第２項並びに第６条の１２第

１項第４号及び第３項の規定は、適用しない。 

(18)第４３条第６項中「又は第２項」を「から第４項まで」に改め、「行う」の次に「計

画段階配慮事項についての検討、」を加え、同項を同条第８項とし、同条第５項中「若

しくは第２項の規定による」を「から第４項までの規定による計画段階配慮事項につい

ての検討、」に、「第３項」を「第５項」に改め、同項を同条第７項とし、同条第４項中

「又は第２項」を「から第４項まで」に改め、「都市計画決定権者が」の次に「計画段

階配慮事項についての検討、」を加え、「第７条」を「第６条の２」に改め、「第３３条

まで（」の次に「第６条の３第２項、第６条の１２第１項第４号及び第３項、第８条第

２項、第１７条第２項並びに」を加え、同項を同条第６項とし、同条第３項中「都市計

画決定権者」の次に「（第４章第１節の規定による計画段階配慮事項の検討その他の手

続を行った者を除く。）」を加え、「前２項」を「第２項」に改め、「又は対象事業」を削

り、同項を同条第５項とし、同条第２項の次に次の２項を加える。 

３ 特定地域における第二種事業が市街地開発事業として都市計画法の規定により都

市計画に定められる場合における当該第二種事業又は第二種事業に係る施設が都市

施設として同法の規定により都市計画に定められる場合における当該都市施設に係

る第二種事業については、第７条第１項の規定による届出は、当該都市計画に係る都

市計画決定権者が当該第二種事業を実施しようとする者に代わるものとして行うも

のとする。 
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４ 第二種事業（対象事業であるものに限る。以下この項において同じ。）が市街地開

発事業として都市計画法の規定により都市計画に定められる場合における当該第二

種事業又は第二種事業に係る施設が都市施設として同法の規定により都市計画に定

められる場合における当該都市施設に係る第二種事業については、第８条から第３２

条までの規定により行うべき環境影響評価その他の手続は、当該都市計画に係る都市

計画決定権者が当該第二種事業に係る事業者に代わるものとして、当該第二種事業又

は第二種事業に係る施設に関する都市計画の決定又は変更をする手続と併せて行う

ものとする。この場合において、第８条第２項、第１７条第２項並びに第３１条第１

項第３号及び第３項の規定は、適用しない。 

(19)第１０章を第１２章とする。 

(20)第４０条を次のように改める。 

（事後調査報告書についての公告及び縦覧等） 

第４０条 事業者は、前条の規定による送付を行った後、当該事後調査報告書について

環境の保全の見地からの意見を求めるため、規則で定めるところにより、事後調査報

告書を作成した旨その他規則で定める事項を公告し、当該事後調査報告書を公告の日

から起算して３０日間縦覧に供するとともに、規則で定めるところにより、インター

ネットの利用その他の方法により公表しなければならない。 

(21)第４１条第１項中「告示」を「公告」に、「同条の」を「同条に規定する」に改め、

同条第３項中「第１項の」を「第１項に規定する」に改め、同条の次に次の３条を加え

る。 

（事後調査報告書に係る見解書の送付） 

第４１条の２ 事業者は、前条第３項の規定による意見書の写しの送付を受けたときは、

速やかに、市長に対し、同条第１項の規定により述べられた意見について事業者の見

解を記載した書類（以下「事後調査報告書に係る見解書」という。）を送付しなけれ

ばならない。 
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（事後調査報告書に係る見解書についての告示及び縦覧） 

第４１条の３ 市長は、事後調査報告書に係る見解書の送付を受けたときは、当該事後

調査報告書に係る見解書が作成された旨その他規則で定める事項を告示し、規則で定

めるところにより、当該事後調査報告書に係る見解書を告示の日から起算して２０日

間縦覧に供しなければならない。 

（事後調査報告書についての市長の意見） 

第４１条の４ 市長は、事後調査報告書に係る見解書の送付を受けたとき（第４１条第

１項の意見書が提出されなかった場合には、その旨を記載した書面を事業者に送付し

たとき）は、必要に応じ、規則で定める期間内に、事業者に対し、事後調査報告書に

ついて環境の保全の見地からの意見を書面により述べることができる。 

２ 前項の場合において、市長は、規則で定めるところにより、札幌市環境影響評価審

議会の議を経るものとする。 

３ 第１項の場合において、市長は、第４１条第１項の規定により述べられた意見及び

事後調査報告書に係る見解書に記載された事業者の見解に配意するものとする。 

４ 市長は、第１項の意見を述べたときは、当該意見を記載した書面を公表するものと

する。 

(22)第９章を第１１章とする。 

(23)第３２条第１項中「又は第２９条第１項」を「、第２９条又は第３０条第１項」に改

める。 

(24)第８章を第１０章とする。 

(25)第２９条の見出し中「場合の」の次に「第一種事業に係る」を加え、同条中「対象事

業」を「第一種事業」に、「第８条から前条までの規定による環境影響評価その他の手

続」を「次に掲げる手続（当該事項の修正が事業規模の縮小、規則で定める軽微な修正

その他の規則で定める修正に該当する場合は、当該修正前の事業について実施した手続

を除く。）」に改め、同条ただし書を削り、同条に次の各号を加える。 
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  (1) 第６条の２から第６条の１０まで及び第６条の１２の規定による計画段階配慮

事項についての検討その他の手続 

  (2) 第８条から前条までの規定による環境影響評価その他の手続（当該修正後の事業

が法対象事業となる場合を除く。） 

(26)第３０条の見出し中「判定」を「判定等」に改め、同条第２項後段を削り、同条第３

項中「前項」を「第２項」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項

を加える。 

 ３ 第１項の場合において、修正後の事業について、同項の届出を行わなかった場合又

は同項の届出に基づき前項の規定により準用する第７条第２項第１号の措置がとら

れた場合は、第８条から第２８条までの規定による環境影響評価その他の手続（第１

項に規定する第８条第１項第２号に掲げる事項の修正が事業規模の縮小、規則で定め

る軽微な修正その他の規則で定める修正に該当する場合は、当該修正前の事業につい

て実施した手続を除く。）を経なければならない。 

(27)第３１条第１項第２号中「第一種事業又は特定地域における第二種事業のいずれにも

該当しないこととなった」を「、次のア又はイのいずれかに該当する」に改め、同号に

次のように加える。 

   ア 第一種事業又は特定地域における第二種事業のいずれにも該当しないことと

なったとき。 

   イ 法第４条第３号第１号の措置がとられたとき。 

(28)第７章を第９章とする。 

(29)第２６条第１項第２号中「及び次条から第２８条まで」を「並びに次条及び第２８条」

に改める。 

(30)第２８条の見出し中「縦覧」を「縦覧等」に改め、同条中「供しなければならない」

を「供するとともに、規則で定めるところにより、インターネットの利用その他の方法

により公表しなければならない」に改める。 
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(31)第６章を第８章とする。 

(32)第１９条の見出し中「縦覧」を「縦覧等」に改め、同条中「準備書に係る環境影響評

価」を「当該準備書に係る環境影響評価」に、「供しなければならない」を「供すると

ともに、規則で定めるところにより、インターネットの利用その他の方法により公表し

なければならない」に改める。 

(33)第２０条の見出しを「（準備書説明会）」に改め、同条第１項中「前条の」を「前条に

規定する」に、「「説明会」を「「準備書説明会」に改め、同項ただし書中「説明会」を

「準備書説明会」に改め、同条第２項を次のように改める。 

 ２ 第６条の６第２項から第４項までの規定は、前項の規定により事業者が準備書説明

会を開催する場合について準用する。この場合において、同条第４項中「前条」とあ

るのは、「第１９条」と読み替えるものとする。 

(34)第２０条第３項及び第４項を削る。 

(35)第５章を第７章とする。 

(36)第７条の次に次の章名を付する。 

    第５章 方法書 

(37)第８条第１項中「事業者は」の次に「、配慮書を作成しているときはその配慮書の内

容を踏まえるとともに、第６条の７第１項の規定により述べられた意見に配意し、及び

第６条の１０第１項の規定による市長の意見を勘案して、第６条の２の事業が実施され

るべき区域その他の技術指針で定める事項を決定し」を、「次に掲げる事項」の次に「（配

慮書を作成していない場合においては、第４号から第８号までに掲げる事項を除く。）」

を加え、同項第４号を同項第９号とし、同項第３号の次に次の５号を加える。 

  (4) 第６条の３第 1 項第４号に掲げる事項 

(5) 第６条の７第 1 項の意見の概要 

(6) 第６条の１０第１項の市長の意見 

(7) 前２号の意見についての事業者の見解 
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(8) 第６条の２の事業が実施されるべき区域その他の技術指針で定める事項を決定す

る過程における計画段階配慮事項についての検討の経緯及びその内容 

(38)第８条第１項に次の１号を加える。 

(10)その他規則で定める事項 

(39)第９条中「これ」を「当該方法書及びこれを要約した書類（以下「方法書に係る要約

書」という。）」に改める。 

(40)第１０条の見出し中「縦覧」を「縦覧等」に改め、同条中「当該方法書」の次に「及

び方法書に係る要約書」を加え、「供しなければならない」を「供するとともに、規則

で定めるところにより、インターネットの利用その他の方法により公表しなければなら

ない」に改め、同条の次に次の１条を加える。 

（方法書説明会） 

第１０条の２ 事業者は、規則で定めるところにより、前条に規定する縦覧期間内に、

関係地域内において、方法書の記載事項を周知させるための説明会（以下「方法書説

明会」という。）を開催しなければならない。ただし、当該関係地域内に方法書説明

会を開催する適当な場所がないときは、市長と協議の上、当該関係地域以外の地域に

おいて開催することができる。 

２ 第６条の６第２項から第４項までの規定は、前項の規定により事業者が方法書説明

会を開催する場合について準用する。この場合において、同条第４項中「前条」とあ

るのは、「第１０条」と読み替えるものとする。 

(41)第１１条第１項中「前条」を「第１０条」に改める。 

(42)第１４条中第３項を第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を

同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の場合において、市長は、規則で定めるところにより、札幌市環境影響評価審

議会の議を経るものとする。 

(43)第１４条の次に次の章名を付する。 
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    第６章 環境影響評価の実施等  

(44)第１５条第１項中「第８条第１項第４号」を「第８条第１項第９号」に改める。 

(45)附則第２条及び第３条第１項中「第一種事業」を「第２条第４項第１号の第一種事業」

に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日前に改正前の第１０条に規定する方法書の公告をした事業については、改正後

の札幌市環境影響評価条例（以下「新条例」という。）第６条の２から第６条の１２ま

で、第２９条及び第３０条の規定は適用せず、なお従前の例による。 

３ 新条例第９条から第１０条の２まで及び第１４条第２項、第１９条、第２８条並びに

第４０条から第４１条の４までの規定は、施行日以後に行う公告及び縦覧に係る方法書、

準備書、評価書又は事後調査報告書について適用し、施行日前に行った公告及び縦覧に

係る方法書、準備書、評価書又は事後調査報告書については、なお従前の例による。 

 

 （理 由） 

環境影響評価法の改正等を踏まえ、新たに事業計画の立案の段階において環境に配慮す

べき事項の検討手続を定める等、本市の環境影響評価に係る手続の充実を図るため、本案

を提出する。 
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本書に関するお問い合わせ先 

札幌市環境局環境都市推進部環境対策課（環境共生推進担当） 

〒060-8611 札幌市中央区北１条西２丁目 

電話 011-211-2879  FAX 011-218-5108 

 

市政等資料番号 

01-G02-13-732 

 

 

    


